
平成２５年度 復興交付金事業等

農林水産省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(228,000) (228,000) (171,000)

0 0 0

＜228,000＞ ＜228,000＞ ＜171,000＞

(100,000) (87,500) (68,750)

0 0 0

＜100,000＞ ＜87,500＞ ＜68,750＞

(1,970,000) (1,723,750) (1,354,375)

0 0 0

＜1,970,000＞ ＜1,723,750＞ ＜1,354,375＞

(300,000) (150,000) (120,000)

0 0 0

＜300,000＞ ＜150,000＞ ＜120,000＞

(760,000) (760,000) (589,000)

0 0 0

＜760,000＞ ＜760,000＞ ＜589,000＞

(1,920) (1,920) (1,536)

0 0 0

＜1,920＞ ＜1,920＞ ＜1,536＞

(100,000) (100,000) (75,000)

0 0 0

＜100,000＞ ＜100,000＞ ＜75,000＞

(2,000) (2,000) (1,500)

0 0 0

＜2,000＞ ＜2,000＞ ＜1,500＞

(100,000) (100,000) (75,000)

0 0 0

＜100,000＞ ＜100,000＞ ＜75,000＞

(9,600) (9,600) (7,200)

0 0 0

＜9,600＞ ＜9,600＞ ＜7,200＞

(248,000) (248,000) (186,000)

0 0 0

＜248,000＞ ＜248,000＞ ＜186,000＞

 C  -   7  - 1/2  水産業共同利用施設復興整備事業  吉浜漁港  市  市  直接131  

126   C  -   7

  越喜来地区漁業集落防災機能強化事業  越喜来地区  市

 市  市  直接123   C

  4  

 

 市  直接

130   C  -   5  -   2

  3   
 水産業共同利用施設復興整備事業（漁港環境整
備事業）

 鬼沢漁港外3
漁港

 市

125   C  -   1  -   3    漁港環境整備事業  綾里  県  県

 -

 直接 1/2

 直接 1/2

1/2

 市

 -   6  -   2  

 -

 県  直接 5/9 
 農用地災害復旧関連区画整理事業
（復興基盤総合整備事業）

 大船渡・釜石
地区

 県

 直接 4/5  1  漁業集落復興効果促進事業  大船渡市  市  市

1/2  漁港施設機能強化事業（直接補助分）
 千歳、扇洞他

14漁港

  1

  2  46   C  -   1  -

  C  -   7  -

81  ☆  F  -   1  -

 大船渡市農業
協同組合

 水産業共同利用施設復興整備事業
（設備等支援）

 大船渡、盛、
末崎、赤崎、綾
里、越喜来、吉

浜

 市  民間団体等  直接 4/5

1/2

39  ◆  C  -   7  -   2  -   1

 
 水産業共同利用施設復興整備事業
（水産流通加工施設整備支援）

 大船渡、盛、
末崎、赤崎、綾
里、越喜来、吉

浜

 市  民間団体等  直接38

 直接 1/2

37   C  -   2  -   1

  1    新大船渡魚市場整備事業(製氷施設整備等）  大船渡  市2   C  -   7

  菌床しいたけ生産施設等整備事業  日頃市  市

（様式１－４）

大船渡市 復興交付金事業計画

省庁名： 令和3年1月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

 -

 直接 1/2

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

  2  

 

 市

【他事業へ流用】（平成30年1月17日）
流用先：Ｃ-5-2越喜来地区漁業集落防災機能強化事業
流用額：5,520千円（国費：H24当初繰越予算4,140千円）
流用後交付対象事業費：242,480千円（国費：181,860千円）

【他事業へ流用】（平成29年1月19日）
流用先：
C-5-2越喜来地区漁業集落防災機能強化事業
流用額：2,627千円（国費：H23繰越予算1,970千円）
流用後交付対象事業費：854,373千円（国費：640,780千
円)
【他事業へ流用】（平成29年1月19日）
流用先：
C-5-2越喜来地区漁業集落防災機能強化事業
流用額：11,150千円（国費：H23繰越予算7,667千円）
流用後交付対象事業費：208,850千円（国費：143,583千
円)

【他事業へ流用】（平成29年1月19日）
流用先：C-5-2越喜来地区漁業集落防災機能強化事業
流用額：47,962千円（国費：H23繰越予算38,369千円）
流用先：C-5-3綾里地区漁業集落防災機能強化事業
流用額：6,975千円（国費：H23繰越予算5,580千円）
流用後交付対象事業費：545,063千円（国費：196,051千
円)



(3,819,520) (3,410,770) (2,649,361) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜3,819,520＞ ＜3,410,770＞ ＜2,649,361＞ ＜0＞ ＜0＞

岩手県 担当者氏名

大船渡市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

市町村名 電話番号

合計額

都道県名 担当部局名



平成２６年度 復興交付金事業等

農林水産省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(94,603) (82,778) (65,039)

0 0 0

＜94,603＞ ＜82,778＞ ＜65,039＞

(702,000) (702,000) (544,050)

0 0 0

＜702,000＞ ＜702,000＞ ＜544,050＞

(94,000) (94,000) (75,200)

0 0 0

＜94,000＞ ＜94,000＞ ＜75,200＞

(519,100) (519,100) (389,325)

0 0 0

＜519,100＞ ＜519,100＞ ＜389,325＞

(27,304) (27,304) (21,843)

0 0 0

＜27,304＞ ＜27,304＞ ＜21,843＞

(41,000) (41,000) (30,750)

0 0 0

＜41,000＞ ＜41,000＞ ＜30,750＞

(1,478,007) (1,466,182) (1,126,207) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜1,478,007＞ ＜1,466,182＞ ＜1,126,207＞ ＜0＞ ＜0＞

岩手県 担当者氏名

大船渡市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

市町村名 電話番号

合計額

都道県名 担当部局名

          

 

 市  直接 4/5  2  大船渡市魚市場共用施設整備事業  大船渡  市

 直接 1/2  綾里地区漁業集落防災機能強化事業  綾里地区  市  市

   

  3

  1  -136  ◆  C  -   7  -

 ☆  F  -   1  -

143   C  -   5  -

 県

 越喜来地区漁業集落防災機能強化事業  越喜来地区  市  市  直接 1/2

1/2

130   C  -   5  -   2   

  1  漁業集落復興効果促進事業  大船渡市  市  市  直接81

 直接 1/2

46   C  -   1  -   2

  2   
 水産業共同利用施設復興整備事業
（水産流通加工施設整備支援）

 大船渡、盛、
末崎、赤崎、綾
里、越喜来、吉

浜

 市38   C  -   7

 
 農用地災害復旧関連区画整理事業
（復興基盤総合整備事業）

 大船渡・釜石
地区

 県

（様式１－４）

大船渡市 復興交付金事業計画

省庁名： 令和3年1月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

 -

 直接 5/9

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

  1  -

 

 民間団体等

【他事業へ流用】（平成30年1月17日）
流用先：C-5-2越喜来地区漁業集落防災機能強化事業
流用額：48,524千円（国費：H25補正予算33,360千円）
流用後交付対象事業費：7,967,512千円（国費：5,421,679千円)
※事業完了



平成３２年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(0) (0)

0 0

＜0＞ ＜0＞

(0) (0)

0 0

＜0＞ ＜0＞

(131,626) (131,626) (115,172)

0 0 0

＜131,626＞ ＜131,626＞ ＜115,172＞

(16,917) (16,917) (12,687)

0 0 0

＜16,917＞ ＜16,917＞ ＜12,687＞

(1,056,804) (1,056,804) (871,863)

0 0 0

＜1,056,804＞ ＜1,056,804＞ ＜871,863＞

2/3  まちづくり連携道路整備事業
 （主）大船渡広
田陸前高田線

船河原
 県  県  直接49   D  -     1  -     7  

  災害公営住宅家賃低廉化事業  大船渡市  県30   D  -     5

  東日本大震災特別家賃低減事業  大船渡市  県  県

（様式１－４）

大船渡市 復興交付金事業計画

省庁名： 令和3年1月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

 -

 直接 1/2

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

 

 県  直接 3/4

31   D  -     6  -     2

    2  

    1    東日本大震災特別家賃低減事業

 盛・大船渡・末
崎・赤崎・蛸ノ
浦・猪川・日頃
市・綾里・越喜

来

 市  市  直接 1/2

【他事業より流用】（令和2年1月10日）
流用元：Ｄ-1-22　道路改良事業（細浦地区）
流用額：34,087千円(国費：Ｈ26当初繰越予算25,565千
円)

流用後交付対象事業費：267,151千円(国費：200,359千
円)

10   D  -     5  -     1    災害公営住宅家賃低廉化事業

 盛・大船渡・末
崎・赤崎・蛸ノ
浦・猪川・日頃
市・綾里・越喜

来

 市  市  直接 3/4

【他事業より流用】（令和2年1月10日）
流用元：Ｄ-23-1　防災集団移転促進事業（事業計画策定費）
流用額：245,447千円(国費：Ｈ23繰越予算214,767千円)
流用元：Ｄ-23-2　防災集団移転促進事業（小細浦地区）
流用額：5,052千円(国費：Ｈ23補正予算4,420千円)
流用元：Ｄ-23-3　防災集団移転促進事業（門之浜地区）
流用額：1,031千円(国費：Ｈ23補正予算902千円)
流用元：Ｄ-23-4　防災集団移転促進事業（田浜地区）
流用額：934千円(国費：Ｈ23補正予算817千円)
流用元：◆Ｄ-1-1-2　防災行政無線整備事業
流用額：3,558千円(国費：Ｈ23補正予算3,114千円)
流用元：Ｄ-23-6　防災集団移転促進事業（泊地区）
流用額：1,114千円(国費：Ｈ23補正予算974千円)
流用元：Ｄ-23-8　防災集団移転促進事業（港･岩崎地区）
流用額：6,304千円(国費：Ｈ23繰越予算5,516千円)
流用元：Ｄ-23-9　防災集団移転促進事業（浦浜東地区）
流用額：1,163千円(国費：Ｈ23繰越予算1,017千円)
流用元：★Ｆ-2-1-1市街地復興効果促進事業
流用額：14,061千円(国費：Ｈ23繰越予算12,303千円)
流用元：Ｄ-1-22　道路改良事業（細浦地区）
流用額：1,330千円(国費：Ｈ26当初繰越予算1,164千円)

計279,994千円（国費：244,994千円）
流用後交付対象事業費2,068,801千円（国費：1,810,197千円）

11   D  -     6  -



平成３２年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

（様式１－４）

大船渡市 復興交付金事業計画

省庁名： 令和3年1月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

(288,789) (288,789) (238,250)

0 0 0

＜288,789＞ ＜288,789＞ ＜238,250＞

(1,128,000) (1,128,000) (930,600)

0 0 0

＜1,128,000＞ ＜1,128,000＞ ＜930,600＞

(0) (0)

0 0

＜0＞ ＜0＞

(43,080) (43,080) (35,900)

0 0 0

＜43,080＞ ＜43,080＞ ＜35,900＞

(525,000) (525,000) (420,000)

0 0 0

＜525,000＞ ＜525,000＞ ＜420,000＞

(3,190,216) (3,190,216) (2,624,472) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜3,190,216＞ ＜3,190,216＞ ＜2,624,472＞ ＜0＞ ＜0＞

岩手県 担当者氏名

大船渡市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

市町村名 電話番号

合計額

都道県名 担当部局名

4/5  1  永浜・山口地区残土処分事業  大船渡市  県  県  直接170  ◆  D

169   D  -     5  -     4

  25  124   D  -     1  -

 -   23  -   17  -

 

165   D  -     5  -     3  

161  ◆  D

50   D  -     1  -     8    まちづくり連携道路整備事業
 （一）碁石海岸
線　末崎～碁

石
 県  県

【他事業より流用】（令和元年10月7日）
流用元：宮古市D-1-4まちづくり連携道路整備事業（石浜）
流用額：[H32]8,485千円（国費：7,000千円）
流用元：釜石市D-1-6まちづくり連携道路整備事業（室浜）
流用額：[H32]2,857千円（国費：2,357千円）
流用元：野田村D-1-8まちづくり連携道路整備事業（野田）
流用額：[H32]8,888千円（国費：7,332千円）
流用後交付対象事業費：3,516,020千円(国費：2,900,714千円)
【他事業へ流用】（令和２年11月13日）
流用先：陸前高田市D-1-2まちづくり連携道路整備事業（今泉
大橋）
流用額：[H32]164,974千円（国費：136,103千円）
流用後交付対象事業費：3,351,046千円（国費：2,764,611千円）

 直接 2/3

 県  直接 2/3  まちづくり連携道路整備事業

 (大船渡市)
(主)大船渡綾

里三陸線　　赤
崎

 県

【他事業より流用】（令和3年1月12日）
流用元：釜石市D-5-3災害公営住宅家賃低廉化事業【補助率
変更分】（市内６ヶ所）
流用額：[H32]196千円（国費：163千円）
流用後交付対象事業費：43,276千円(国費：36,063千円)

【他事業より流用】（令和3年1月12日）
流用元：陸前高田市D-1-5まちづくり連携道路整備事業（久保
～泊）
流用額：[H32]136,546千円（国費：112,650千円）
流用元：釜石市◆D-23-4-1根浜地区海岸砂浜再生事業
流用額：[H32]145,455千円（国費：120,000千円）
流用後交付対象事業費：8,753,000千円（国費：7,221,225千円）

 -   17  -     2  -   5  地ノ森（新田）地区内水排水対策事業  大船渡地区  市  市  直接 4/5

【他事業より流用】（令和２年5月19日）
流用元：★F-2-1-1市街地復興効果促進事業
流用額：21,000千円（国費：H23繰越予算16,800千円）
流用後交付対象事業費：423,858千円（国費：339,085千円）

  災害公営住宅家賃低廉化事業（補助率変更分）

 盛・大船渡・末
崎・赤崎・蛸ノ
浦・猪川・日頃
市・綾里・越喜

来

 市  市  直接 2/3

【他事業より流用】（令和2年1月10日）
流用元：Ｄ-1-22　道路改良事業（細浦地区）
流用額：99,692千円(国費：Ｈ26当初繰越予算83,076千円)
流用元：Ｄ-1-24　道路改良事業（野々田川口橋線）
流用額：83,549千円(国費：Ｈ27繰越予算69,624千円)

計183,241千円（国費：152,700千円）
流用後交付対象事業費：286,810千円(国費：239,007千円)

【他事業より流用】（令和3年1月12日）
流用元：★F-2-1-1市街地復興効果促進事業
流用額：5,867千円（国費：H23繰越予算4,889千円）
流用後交付対象事業費：292,677千円（国費：243,896千円）

 直接 2/3  災害公営住宅家賃低廉化事業【補助率変更分】  大船渡市  県  県



平成３２年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

（様式１－４）

大船渡市 復興交付金事業計画

省庁名： 令和3年1月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。


